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1．研究の背景 

  

 政府は，新たな国づくりに向けて2020年には，

訪日外国人旅行者数を4000万人にするという目標

を掲げ，7年で旅行者数は5倍に増えている．1)  

 一方で，2018年6月には大阪府北部地震が発生

し，関西を訪れていた外国人観光客にも動揺が広

がった．JR大阪駅構内では，数十人の外国人が情

報を求めて駅の案内窓口に殺到した．駅のアナウ

ンスも日本語が中心であるため，電車の運行状況

や街の状況がわからず混乱してしまうという問題

が発生した．2) 

そこで，本研究ではオリンピックの開催を控え，

外国人旅行者数の増加が見込まれている中で，災

害時にどのような問題が生じるのか，また，どの

ような対策ができるのかを検討する． 

  

2．既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 

 既往研究では，外国人居住者を対象とした研究

や，局所的な外国人支援体制に関する調査が多く，

外国人観光客を対象とした研究や，全国各地の外

国人支援体制状況を比べた研究はなされていない．

このことより，本研究では，全国各地における災

害時外国人支援についての調査研究（比較）を行

う． 

 

3．研究の目的と実施フロー 
 

図1のとおり，本研究を進めていく．アンケー

ト調査は外国人観光客が多く訪れると考えられる

世界遺産がある地域を対象とし，より多くの回答

を得られるようにするために自治体に配布した．

対策が不十分であると考えられる地域に，効果的

な対策方法を提案することにより，日本全国の外

国人観光客への災害対策のレベルを底上げするた

めに，本研究では災害対策における現状の把握と，

効果的な対策の提案や条件の提示を目的とする． 
 

4．アンケート調査の概要 

 
 アンケートの配布先は，日本全国の世界遺産が

ある都道府県と市町村である．配布回収方法は郵

送調査，郵送回収とした．配布は2019年6月25日

に行い，返答が無かった自治体には2019年11月7

日にもう一度同じ内容のアンケートを再配布し

た．アンケートの配布数は表-1のとおり，県には

33部，市町村には109部，計142部配布した．回答

数は県が29部，市町村が81部，計110部であっ

た．回答率は県が87．9％，市町村が74．3％，計

77．5％であった．アンケート調査では観光庁が

発行している「訪日外国人旅行者の安全確保のた

めの手引き」を参考にし，図-2のように作成し

た．3) 

 

5．アンケートの分析 

 
 アンケートの回答をもとに分析を行った． 

 

(1)基礎集計 

 平常時に観光目的で利用されるFree Wi-Fiの整

備をできている自治体は60％を超えていた．一方

で，「Free Wi-Fiの構築ができていますか」とい

う質問以外で，どの質問でも50％以上の自治体が

整備できているといった質問はなかった．このこ

とから，近年の外国人観光客数の増加に反して，

外国人に対する災害対策を進められている自治体

は少なく，重要な課題であるといえる． 

図-1 実施フロー 

表-1 アンケートの配布・回収状

況 

回収状況 

図-2 アンケート調査の内容 
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(2)対応可能な言語と訪日外国人の公用語の比較 

 アンケートの結果から都道府県と市町村がどの

ような言語で情報伝達体制を整えているかを集計

し，2018年度公用語ごと訪日外国人観光客数と比

較して自治体が外国人の需要に対して対応できて

いるかを調べた．図-3や図-4から，都道府県単位

においても市町村単位においても，訪日外国人観

光客の中で最も多い英語，中国語，韓国語への対

応はおよそ整っているということがわかる．市町

村では特に英語での伝達に力を入れているが，実

際には中国語や韓国語の方に需要があるため，こ

の2つの言語にも対応できるようにしておく必要

がある．また．上位3つの言語以外の言語を話す

外国人も，合計すると英語を話す人数を超えるた

め，このような言語を使う人たちへの対策が必要

である． 

 

(3)クロス集計(人口) 

 返答があった都道府県の人口を三つに分け，多

い順に人口多，人口並，人口少と名前を付けて各

質問の回答とクロス集計を行った．また，市町村

においては，総務省が定める地方公共団体の区分

に基づき，指定都市，中都市，市(5万人以上)，

市(5万人以下)，町，村の6つに分類した．都道府

県においては人口規模の大きい方が外国人の災害

対応も進んでいると予想したが，図-5より，必ず

しもその関係にはないと分かった．一方で市町村

では人口が多いほど対応は進んでおり，税収に依

存しているということが分かる． 

 

6．ヒアリング調査 

 
 アンケートの回答があった中で，外国人観光客

が特に多い京都府と外国人観光客が平均的である

広島県，広島市を調査対象とし，ヒアリング調査

を行った．また，外国人観光客への災害対応のき

っかけや，背景，経緯などの具体的な内容を調査

し，まだ災害対応を進められていない地域への提

案の参考とすることを目的としている． 

 

(1)京都府 

 京都府では台風21号や東日本大震災を受け，

『災害対応の総合的な検証会議』台風に合わせて

観光連盟のHPを多言語に改修や，関西広域連合で

は関西広域連携協議会を設立し，『帰宅困難者対

策ガイドライン』をとりまとめた． 

 

(2)広島県 

 外国人観光客の増加と西日本豪雨での課題を受

け，防災情報メールを10言語で構築した．また，

ホテルのチェックアウト時に防災情報の発信を行

っている． 

 

(3)広島市 

 西日本豪雨での課題を受け，HPやポータルを多

言語化し，外出中でも避難所がどこにあるかわか

る避難所誘導アプリを多言語で開発している． 

 

7．まとめ 
 

 アンケート調査やヒアリング調査を受け，より

低コストで効果的な災害対策の方法の検討を行っ

ていきたい． 
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図-3 自治体が対応可能な言語（左：県 右：市町村） 

出典：日本政府観光局 

図-4 公用語ごと訪日外国人観光客数 

図-5 人口(上：都道府県 下：市町村)と各質

問でのクロス集計結果（左：HP 真ん中：通

訳ボランティア 右：移動支援） 
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